
株式会社日本政策金融公庫（法人番号8010001120391）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

代表取締役
総裁

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

② 平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

国会で認められた予算に従い、国家公務員指定職に準じた水準としている。

特別手当（賞与）について、当該役員の職務実績に応じて、増額又は減額することができる

こととしている。

役員報酬は、下表のとおり、本俸、特別調整手当及び特別手
当から構成されている。

平成27年度から施行された国家公務員の「給与制度の総合的
見直し」に準じて、本俸の引下げ（▲２％）を実施した上で、次の
とおり実施。

・ 本俸の引上げ（＋1,000円）
・ 特別調整手当の引上げ（＋0.5％）
・ 特別手当の引上げ（＋0.05ヵ月）

報酬の種類 支給基準等 

ア 本俸 

本俸月額（単位：千円） 

本俸月額 

総裁 1,175 

副総裁 1,123 

専務取締役 1,074 

常務取締役   925 

取締役   864 

社外取締役   777 

常勤監査役   801 

非常勤監査役   680 

イ 特別調整手当 東京都特別区に在勤する役員 本俸月額×0.185 

ウ 特別手当 

【（本俸月額＋特別調整手当月額）＋（本俸月額×0.25）＋｛（本

俸月額＋特別調整手当月額）×0.2｝】×支給割合（＊） 
（＊）支給割合：年 3.15 ヵ月 

（平成27年３月31日に現に在職し、かつ平成27年４月１日以降引き続き

在職する役員については、平成30年３月31日までの間、平成27年４月１

日以降の新本俸月額に、平成27年３月31日において受けていた旧本俸

月額と平成27年４月１日以降の新本俸月額との差額に相当する額を加算

した額を支給する。この加算して支給する額は、上表イ及びウの算定に

おいては、本俸月額の一部とみなす。）
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代表取締役
副総裁

代表取締役
専務取締役

専務取締役

常務取締役

取締役

常勤監査役

同上

同上

同上

同上

同上

同上
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２　役員の報酬等の支給状況

平成27年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

23,345 14,376 6,368 2,600 （特別調整手当） ＊

千円 千円 千円 千円

22,312 13,740 6,086 2,485 （特別調整手当） ※

千円 千円 千円 千円

5,975 2,847 2,615 512 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ◇

千円 千円 千円 千円

21,460 13,140 5,943 2,377 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

21,179 13,140 5,662 2,377 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

14,971 10,088 3,055 1,827 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ◇

千円 千円 千円 千円

21,460 13,140 5,943 2,377 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

18,481 11,316 5,118 2,047 （特別調整手当） ※

千円 千円 千円 千円

5,370 2,451 2,477 441 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

18,481 11,316 5,118 2,047 （特別調整手当） ※

千円 千円 千円 千円

18,239 11,316 4,876 2,047 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

12,894 8,687 2,632 1,573 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

4,807 2,290 2,104 412 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

17,040 10,572 4,555 1,912 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

14,681 8,440 4,721 1,519 （特別調整手当） 平成28年1月18日 ※

千円 千円 千円 千円

17,040 10,572 4,555 1,912 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

17,040 10,572 4,555 1,912 （特別調整手当） ※

千円 千円 千円 千円

17,266 10,572 4,781 1,912 （特別調整手当） ◇

千円 千円 千円 千円

12,043 8,114 2,459 1,470 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

9,504 9,504 0 0 （特別調整手当）

Ｂ代表取締役
専務取締役

Ａ常務取締役

Ｃ代表取締役
専務取締役

Ｅ常務取締役

役名

代表取締役
総裁

Ａ代表取締役
専務取締役

代表取締役
副総裁

就任・退任の状況

Ｆ取締役

Ａ取締役
（非常勤）

専務取締役

前職
その他（内容）

Ｂ常務取締役

Ｃ常務取締役

Ｄ常務取締役

Ｅ取締役

Ａ取締役

Ｂ取締役

Ｃ取締役

Ｄ代表取締役
専務取締役

Ｇ取締役

Ｄ取締役
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千円 千円 千円 千円

9,504 9,504 0 0 （特別調整手当）

千円 千円 千円 千円

4,508 2,121 2,005 381 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

11,165 7,522 2,280 1,362 （特別調整手当） 平成27年6月18日 ※

千円 千円 千円 千円

15,901 9,792 4,337 1,771 （特別調整手当）

千円 千円 千円 千円

8,316 8,316 0 0 （特別調整手当）

千円 千円 千円 千円

8,316 8,316 0 0 （特別調整手当）

注１：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：本表の「前職」欄の「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、
　　　「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者であることを示す。
注３：各項目で端数処理を行っているため、各項目の合計が、総額と一致しない場合がある。

Ｃ監査役

Ｂ取締役
（非常勤）

Ａ監査役

Ｂ監査役

Ａ監査役
（非常勤）

Ｂ監査役
（非常勤）
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
代表取締役
総裁

代表取締役
副総裁

代表取締役
専務取締役

専務取締役

常務取締役

取締役

常勤監査役

【主務大臣の検証結果】

役員報酬は以下の基本的な考え方に基づき、国会で認められ
た予算に従い、国家公務員指定職に準じた水準としていること
から、適正な水準と判断している。
①各役職の職責及び必要とされる能力に応じたものであること。
②当公庫の適切な業務運営を図るために必要な人材を確保し得
る水準とし、そうした人材の民間企業等における処遇の実情を
勘案すること。
③公庫の業務及び財産の公共性を鑑み、その総額を含め、適正
かつ効率的なものとなるよう配慮すること。

同上

同上

同上

同上

同上

同上

適正な水準である。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

4,183 2 0 27.6.18 1.7 ※

千円 年 月

4,826 3 0 27.6.18 1.4 ※

千円 年 月

4,156 2 7 28.1.18 1.4 ※

千円 年 月

5,965 4 0 27.6.18 － ※

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　

　内部規程の定めに従い、取締役に準じて決定しており、適正な水準と判断している。
監査役

判断理由
　内部規程の定めに従い、外部有識者からなる評価・審査委員会において業績勘案率を決
定しており、適正な水準と判断している。

　同　上

　同　上
取締役B

取締役B

常務取締役

取締役A

法人での在職期間

監査役

常務取締役

取締役A

代表取締役
総裁

代表取締役
副総裁

特別手当（賞与）について、当該役員の職務実績に応じて、増額又は減額することができる
こととしており、今後も継続していく方針である。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

注：「グレード給」とは、管理職に支給する職員給のうち成績に応じて変動する部分である。

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

4,546 39.8 6,896 5,113 126 1,783
人 歳 千円 千円 千円 千円

4,543 39.8 6,896 5,113 126 1,783
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 56.2 7,054 5,225 74 1,829

うち賞与平均年齢

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

人員 うち所定内
平成27年度の年間給与額（平均）

総額

常勤職員

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

自動車運転手

事務・技術

国会の議決を経て承認された人件費予算の範囲内で適正に執行する。

また、｢行政改革の重要方針｣（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ人件費の管理を

行う。

社会一般の情勢に適合したものとなるように考慮し、民間金融機関における給与水準、

国家公務員に対する人事院勧告等を踏まえ、労使間の協議を経て決定する。

職員の勤務成績・職務能力等を、昇降格・昇降給・グレード給・特別手当に反映させてい
る。

給与内容は、本俸、グレード給及び諸手当（扶養手当、勤務地手当、通勤手当、寒冷地
手当、住居手当、単身赴任手当、超過勤務手当及び特別手当）としている。

国家公務員に準じて次のとおり実施。
・ 本俸月額の引上げ（＋0.402％）
・ 特別手当の引上げ（＋0.1ヵ月）
・ 単身赴任手当の引上げ（基礎額＋3,000円/月、交通距離の区分に応じた加算額

＋1,000円～13,000円/月）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

3 36.2 14,613 13,120 0 1,493
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 36.2 14,613 13,120 0 1,493

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 51.2 3,096 2,885 108 211
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 51.2 3,096 2,885 108 211

人 歳 千円 千円 千円 千円

55 62.5 4,028 3,416 177 612
人 歳 千円 千円 千円 千円

53 62.5 4,021 3,417 184 604
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：非常勤職員は、該当者がいないため記載を省略。
注３：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種は、該当者がいないため記載を省略。
注４：常勤職員及び再任用職員のうち、自動車運転手とは、自動車運転の専任者をいう。
注５：再任用職員のうち自動車運転手については、人員が2名のみであり、個人を特定されるおそれがあるため、
　　　人員以外の項目は記載を省略。

　　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,716 48.4 11,732 8,363 126 3,369
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 56.7 15,906 11,181 146 4,725
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,666 48.2 11,606 8,278 125 3,328

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - - -

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：常勤職員のうち、指定職相当職員とは、特に重要な業務を所掌する部長級をいう。
注３：非常勤職員は、該当者がいないため記載を省略。
注４：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種は、該当者がいないため記載を省略。
注５：年俸制適用者のうち在外職員については、人員が1名のみであり、個人を特定されるおそれがあるため、
　　　人員以外の項目は記載を省略。

自動車運転手

うち賞与
平成27年度の年間給与額（平均）

在外職員

再任用職員

事務・技術

事務・技術

人員

在外職員

任期付職員

事務・技術

うち所定内

事務・技術

事務・技術

常勤職員

指定職相当職員

総額
区分 平均年齢
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②

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

管理職（部長級） 360 53.7 13,692

管理職（課長級） 1,306 46.7 10,872

非管理職 4,566 39.9 6,751

④ 賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

0 0 0

％ ％ ％

         最高～最低 0 0 0

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同
じ。〕

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：任期付職員を含む。以下、④において同じ。

15,824～2,590

管理
職員

分布状況を示すグループ

千円

 16,116～11,549

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低

区分

13,975～7,053

人員

一律支給分（期末相当）

平均年齢
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平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

　　①　民間金融機関との比較例

当公庫

Ａ（都市銀行）

Ｂ（都市銀行）

Ｃ（都市銀行）

Ｄ（地方銀行）

Ｅ（地方銀行）

Ｆ（地方銀行）

　　②　学歴別の人員構成

大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

当公庫 88.7% 9.1% 2.2% 0.0%

国家公務員
行政職（一）

54.7% 12.4% 32.8% 0.0%

注２：民間金融機関のデータは、有価証券報告書（平成27年3月
期）出所

37.3歳

・年齢・地域・学歴勘案　　　    124.8

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　 126.6

２　職務環境を踏まえた処遇の確保
　在職地域が都市部に比較的集中しており、また全国152ヵ所に支店を有して
いるため、業務上の必要性等から、全国規模の転勤が常態化しており、民間
金融機関等の給与水準を踏まえ、このような職務環境に見合った給与水準を
維持する必要がある。

年間平均給与 平均年齢

8,795千円

対国家公務員
指数の状況

内容

１　高い専門性を有する人材の確保
　　当公庫の業務遂行にあたっては、企業財務に精通した人材が必要である
のに加えて、以下に挙げる特殊・高度な専門性を有する人材の確保が必要で
あるため、大学卒・大学院卒などの採用が多くなっており、民間金融機関等の
給与水準を踏まえ、このような人材確保に見合った給与水準を維持する必要
がある。
　具体的には、以下のような能力や専門性を有する人材の確保が必要である。
・帳簿等の整備が不十分で担保力が乏しく民間金融機関から融資を受けるこ
とが困難な小企業や創業企業の実態を迅速かつ的確に把握し維持力・将来
性を適正に判断する専門的な「目利き能力」
・農林水産業者に対して民間金融機関では対応困難な長期融資や生産技術
を踏まえた幅広い経営へのアドバイスなどの特殊かつ高度な能力・専門性
・中小企業のニーズに対応するため民間金融機関や地域の諸機関と連携し多
様な手法による事業資金を供給する担い手となる専門的な能力及び高度な
サービスを提供する能力

・年齢・地域勘案　　　　　　　 　126.7

項目

42.1歳

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 　123.1

8,141千円

7,916千円 38.0歳

7,380千円 37.8歳

7,680千円 42.2歳

7,708千円 40.8歳

7,931千円 41.9歳

注１：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの

３　参考となるデータ
　　地域・学歴勘案の対国家公務員指数は「124.8」となり、勘案前の「126.6」か
ら「1.8」ポイント低下する。
　　その他、参考となるデータは以下のとおり。
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　　③　地域別の人員構成

当公庫

国家公務員
行政職（一）

　給与水準の妥当性の
　検証

注２：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの

注３：国家公務員のデータは、平成27年国家公務員給与等実態
調査出所

１～５級地 その他

注３：国家公務員のデータは、平成27年国家公務員給与等実態
調査出所

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　4.6％】
   （国からの財政支出額　53,333,480千円、支出予算の総額　1,168,112,974
千円：平成27年度予算）
【累積欠損額：貸借対照表上の繰越利益剰余金は△1,375,058百万円（これに
より株主資本合計は4,627,306百万円）（平成26年度決算）】
【管理職の割合 26.7％（常勤職員数6,232名中1,666名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 88.7％（常勤職員数6,232名中5,525名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 8.7％】
　　（支出総額 683,386,153千円、給与・報酬等支給総額59,319,805千円：平
成26年度決算）

（法人の検証結果）
　給与水準については、上記の高くなっている理由欄にも記載したとおりであ
り、職員全体の給与は、国会の議決を経て決定された人件費予算の範囲内で
適正に執行している。　収益性のみならず、政策金融機関としての特性も十分
に考慮しながら、政策金融を的確に実施し適切に管理している。

（主務大臣の検証結果）
　日本公庫においては、業務を遂行するに際して、中小零細企業・農林事業
者向けの融資、債権管理、回収、リスク管理等に関する高い職務能力が必要
であることから、高度な専門性を有する人材確保のため、同種の民間金融機
関の給与水準等を踏まえる必要性がある。
　また、日本公庫が、全国に支店網を展開し、かつ、職員の転居を伴う広範囲
で頻繁な転勤を要求する勤務環境を形成していることも踏まえる必要性があ
る。
　従って、こうした理由から日本公庫の給与水準が国に比べて高くなっている
ものと認められる。
　一方で、給与水準は国家公務員を上回っていることから、今後も給与水準の
引き下げの努力が引き続き求められる。

59.9% 40.1%

55.1% 44.9%

注１：区分は、国家公務員の地域手当支給地区分による。

注２：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの

注１：大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒には
高等専門学校卒業者を含む。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【講ずる措置】
　平成28年度も 民間金融機関等の給与処遇及び人事院勧告の内容等も勘
案しつつ、平成23年度に導入した現行の人事給与制度を適正に運用すること
で、人件費の膨張を抑制し、国民の理解が得られる水準とするよう取り組む。ま
た、平成26年４月に総合職と処遇差を設け、転勤範囲を限定した新たな職種
である「地域総合職」を導入。既存の総合職職員からの職種転換や新卒採用
による「地域総合職」の増加に伴い、人件費の膨張が抑制される見込み。加え
て、平成25年に大幅に削減を実施した管理職総数について、引き続き適正に
管理・運用していくことで、人件費の膨張抑制が見込まれる。

【次年度に見込まれる対国家公務員指数】
　現行の人事給与制度において、次年度の対国家公務員指数の算定は困難
であるため、次年度の同指数は前年度の数値を仮置きする。
対国家公務員指数126.6程度、地域学歴勘案124.8程度

【改善策】
　上述の通り、新人事給与制度の適正な運用、「地域総合職」職員の増加、管
理職総数の適正な管理・運用といった措置を通じて人件費の膨張を抑制して
いく。

【給与の目標水準及び具体的期限】
　目標水準：126.6程度、具体的期限：平成28年度末（平成28年度において
も、上述の改善措置を通じて、27年度並の水準となるよう取り組む）

講ずる措置

○ 22歳（大卒初任給、独身）
月額185,800円 年間給与2,764,000円

○ 35歳（本部上席課長代理、配偶者・子１人）

月額475,480円 年間給与7,702,000円
○ 45歳（本部課長、配偶者・子２人）

月額739,020円 年間給与12,564,000円

職員の勤務成績・職務能力等を、昇降格・昇降給・グレード給・特別手当に反映させてお
り、今後も継続していく方針である。
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Ⅲ　総人件費について

平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

注：各項目で端数処理を行っているため、各項目（（Ａ）～（Ｄ））の合計が、
総額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）と一致しない場合がある。

福利厚生費
9,825,959 10,250,958 424,999 (4.3%)

最広義人件費

比較増減

非常勤役職員等給与

1,619,248 (2.1%)77,558,48875,939,240

退職手当支給額

387,652 (0.7%)
給与、報酬等支給総額

2,089,609 2,393,236 303,627 (14.5%)

4,703,867 5,206,836 502,969 (10.7%)

59,319,805 59,707,457

区　　分

１ 対前年比状況
平成27年度においては、「給与、報酬等支給総額」が前年度比＋0.7％、「最広義人件費」が前

年度比＋2.1％となった。これは、人事院勧告を踏まえた国家公務員の給与改定に関する取扱い
に準じて国家公務員と同様のベースアップ及び賞与支給月数の増加を実施したこと、前年に比べ
定年退職者数が多かったことから退職手当支給額が増加したことが主な要因となっている。

２ 人件費削減の基本方針

株式会社日本政策金融公庫については、「経済対策危機」（平成21年4月10日閣議決定）を受け
て、経済危機対応業務に支障を来たすことがないよう業務を着実に実現する必要があるため、経
済対策危機が時限的な措置であることを踏まえ、経済危機対応業務が終了する平成25年度末ま
でに、当初設定した総人件費改革の削減目標（人員数5.0％減）を実現することとしていた。平成
25年度までに目標を達成済。

３ 役職員退職手当の引下げ
（１）役員退職手当

国家公務員に準じて、次のとおり、役員退職手当を引き下げた。

（２）職員退職手当

国家公務員に準じて、平成26年7月1日以降、平成22年度の支給水準から△13％を引き下げ
た。

25年3月1日
～25年9月30日

25年10月1日
～26年6月30日

引下げ率 △　2 △　8 △　13

　　　　　　　　　　　　（単位　％）

退職日

経過措置

26年7月1日～

13



Ⅳ　その他

特になし。
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